
　私の住む加茂地区は、平成20年に田宮街道の拡張工事が
完成し急速に市街化が進み、農地は相続等で宅地やアパート
に変わっています。今回紹介する、宮崎 学さん（34歳）は、
当地区では数少ない若手のホープです。大学卒業後、大阪で
サラリーマンを経験し、農業を継ぐために高知県の有機農業
塾で１年間栽培技術と日曜市での販売を勉強、その後実家の
農園で新しい野菜「プチヴェール（芽キャベツとケールの交
配）」、キャベツ、ズッキーニ、オクラ、里芋、じゃがいもな
ど数種類の野菜を育てています。
　また新しく開拓した販売ルートのスーパーでの直売や月１
回のとくしまマルシェの対面販売等も頑張っています。

　農業で苦労することは
自然災害と病害虫だそう
で、今後の抱負は、販路
の拡大と収穫量の増加と
のことです。
　農業に取り組む一方
で、ＪＡの青壮年部活動
にも積極的に参加され、
昨年７月には支所青壮年
部副部長に就任されました。
   地域の農業を支えていかれるであろう宮崎さ
ん。若き後継者の今後の
御活躍が期待されます。
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　新年明けましておめでとうございます。
　昨年は、全国様々な地域で集中豪雨や台風により大きな災害が
多発し、また夏場の記録的な猛暑により多くの被害が発生しまし
た。被害を受けた皆様には心からお見舞い申し上げます。
　さて、昨年５月に新しい元号の令和を迎えました。内閣総理大
臣記者会見によると、この「令和」には、人々が美しく心を寄せ
合う中で、文化が生まれ育つ、という意味が込められているそう
です。また、次の時代を担う若者たちが、明日への希望とともに
それぞれの花を咲かせることができ、そのような若者たちにとって希望に満ちあふれた日本
を国民の皆様と共につくり上げていきたいと思うと述べられています。
　我々農家も、次の時代を担っていく方々がやりがいや希望を持ち農業に取り組めるよう支
援し、また農地利用の最適化を推進することで、地域農業・農村を守り発展させていかなけ

ればなりません。
　今年は新制度下で２回目の農業委員・農地利用最適化推進委員の選
出等が行われます。新体制になりましても、農業委員と農地利用最適
化推進委員が連携し、より効果的な施策に取り組んで参りたいと考え
ております。
　最後になりましたが、皆様方にとりまして今年が、御健勝で幸多き
年となりますよう心からお祈り申し上げ、新年の御挨拶といたします。

徳島市農業委員会会長
川人　泰博
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★ 入選されたみなさん ★

◇入選
　八万南小学校　６年　北原千恵子 さん　　八万南小学校　６年　吉村　愛音 さん
　渋野小学校　　６年　櫻間　悠大 さん　　千松小学校　　５年　田中　悠喜 さん
　八万南小学校　５年　中川　桜那 さん　　大松小学校　　５年　久米萌々香 さん
　八万南小学校　４年　酒井　晴生 さん　　渋野小学校　　４年　郡　　瑞稀 さん
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ー　農業施策等の市長提言　ー

⑴　市街化区域内農地に係る固定資産税等の軽減について
　　【提言要旨】
　　▷近年、市街化区域内農地は良好な都市景観の維持や避難拠点など都市緑地に類似する

空間としての役割が再認識されており、平成27年には「都市農業振興基本法」が制
定され、都市にあるべきものとする方向性が示されました。ついては、本市市街化区
域内農地における固定資産税等の軽減について、改めて御検討願いたい。

【回答要旨】
　固定資産税等の軽減措置につきましては、現状では困難であると考えられますが、平成27年制定の都市
農業振興基本法では、国等が講ずべき基本的施策として、都市農業のための利用が継続される土地に関し、
必要な税制上の措置を講ずるものともされております。
　本市としましても、都市農業の安定的な継続を図る上では、市街化区域内農地における税制上の措置が
重要であると認識しております。
　今後につきましても、国の動向を注視するとともに、他都市の事例や都市環境等の変化を踏まえながら、
調査・研究を継続してまいりたいと考えております。� 【資産税課】【都市政策課】

⑵　耕作放棄地解消のための支援について
　　【提言要旨】
　　▷耕作者の高齢化や後継者不足により、耕作放棄地は今後さらに増える見込みです。
　　　これを耕作地に戻すにはかなりの労力と費用を要し、地域内に新たな担い手がいたと

してもその負担をしてまで農地を確保することは稀です。しかし耕作放棄地を放置す
れば鳥獣の住み処になるなど近隣への多大な影響を及ぼす恐れがあります。

　　　ついては、耕作放棄地を解消するために必要な抜根や除草の費用について、御支援賜
りたい。

【回答要旨】
　耕作放棄地を減らす対策といたしましては、耕作を出来なくなった方々には、農地をそのまま放置する
のではなく、徳島県農地中間管理機構を通じて、農地の賃借を勧めることが有効であると考えております。
　さらに、今年度から取り組んでいる“人・農地プラン”の実質化の中で、農地の所有者への今後の農地利
用のアンケートを実施し、地図による現況把握を行い、集落・地域での話し合いの中で耕作放棄地の発生
を防ぎたいと考えております。
　耕作放棄地を解消するための抜根や除草については、本来所有者が直接的に管理すべきものであり、費
用に対しての直接的な補助等は、制度的にも実施が難しいため、すでに徳島市が購入し、ＪＡ徳島市のア
グリサポートセンターに管理を委託している大型草刈り機を活用していただきたいと思います。
　今後も、農業委員会との連携を強化することにより、耕作放棄地の解消に努めたいと考えております。
� 【農林水産課】

⑶　狩猟免許取得、更新等に係る支援について
　　【提言要旨】
　　▷鳥獣被害対策については、昨年、一昨年も提言を行い、今年度にはサル対策用のオリ

を２か所設置いただきました。このオリの管理は猟友会に委託していると伺っており
ますが、現在のところ捕獲実績はないとお聞きしており、オリの設置だけではなかな
か効果が上がらない状況です。

　　　今後は、地域を挙げて取り組み、地域住民自らが有害鳥獣駆除活動を継続していくた
めに、狩猟免許取得試験費用だけではなく、狩猟税や保険料等についても、御支援賜
りたい。

　本委員会は、令和元年９月27日、徳島市長に対し「農
業施策等の提言書」を提出しました。
　今回の提言は３項目からなり、令和元年11月15日に市
長から以下のとおり回答がありました。
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【回答要旨】

　わな猟狩猟免許取得に係る費用については、試験手数料5,200円、診断書料約3,000円、初心者講習会
受講料8,000円。狩猟者登録経費として手数料1,800円、狩猟税8,200円。強制加入共済の費用を含めた県
猟友会費として7,300円、徳島地区猟友会会費として2,000円、上乗せの任意保険に加入すれば2,000円。
免許取得から狩猟者登録まで行うと合計で約37,500円が必要となります。現在徳島市で行っている免許
取得補助では、試験手数料5,200円と、初心者講習会受講料8,000円の計13,200円の補助を行っていると
ころです。
　この補助事業については、より多くの人に狩猟免許取得のきっかけとなるよう実施をしているところで
あります。狩猟者の減少や高齢化が進んでいると言われる中、わな猟免許の取得率は増加しているとのこ
とであり、農林業者が自衛のために取得することも多く見受けられます。今後も、事業の実施状況を精査し、
補助内容の見直しを含めた効果的な事業の検討と、新規狩猟免許取得者の確保に向けた取組みを続けてま
いります。� 【農林水産課】

　申請書は徳島市農業委員会のＨＰでダウンロードできる他、窓口でも御用
意しております。
　所有権を取得したことを証する資料として、届出書と合わせて権利登記後
の登記簿謄本の写し、もしくは登記識別情報通知の写しを御提出ください。
＊賃借権を相続した場合も、届出が必要なので、農業委員会まで御連絡くだ

さい。

相続などによって農地の権利を取得したときは農業委員会への届出が必要です！

［お問い合わせ先］徳島市農業委員会事務局（☎ 621 − 5393）
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